
速報 改訂
先行指数 102.8 102.7
一致指数 101.1 101.5
遅行指数 85.4 85.3

速報 改訂
先行指数 99.5 99.5
一致指数 100.3 100.4
遅行指数 84.5 84.6

速報 改訂
先行指数 94.2 94.2
一致指数 96.6 96.7
遅行指数 82.6 82.6

速報 改訂
先行指数 4.4 4.2
一致指数 1.1 1.5
遅行指数 1.2 0.9

速報 改訂
先行指数 2.84 2.84
一致指数 1.53 1.66
遅行指数 1.34 1.27

速報 改訂
先行指数 2.77 2.76
一致指数 1.62 1.68
遅行指数 0.57 0.56

基調判断：景気動向指数（ＣＩ一致指数）は、改善を示している。
（速報段階から変更なし）

　

(注）景気動向指数＜速報＞から＜改訂＞に伴う個別系列の変更は、最終頁を参照。

景  気  動  向  指  数

平 成 22 年 ５ 月 21 日
経 済 社 会 総 合 研 究 所
景 気 統 計 部

(平成22年３月分)
速 報 か ら の 改 訂 状 況

３ヶ月後方移動平均値

３ヶ月後方移動平均値の前月差（ポイント）

７ヶ月後方移動平均値の前月差（ポイント）

３月分ＣＩ（平成17年＝100）

前月差（ポイント）

７ヶ月後方移動平均値

平成22年４月分速報の公表は平成22年６月８日(火)の予定です。
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タイプライターテキスト
参考２
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長方形



１．ＣＩ先行指数の動向

①先行指数の推移

②先行指数採用系列の寄与度

平成21年(2009) 平成22年(2010)

10月 11月 12月 1月 2月 3月

CI先行指数 88.9 91.0 94.2 97.2 98.5 102.7

前月差(ポイント) 2.3 2.1 3.2 3.0 1.3 4.2

L1　最終需要財在庫率指数 前月差 3.2 -6.0 -3.9 -2.8 -1.4 -4.2 

寄与度(逆サイクル） -0.26 0.56 0.39 0.31 0.16 0.47
L2　鉱工業生産財在庫率指数 前月差 -5.1 -2.8 -6.7 -2.9 2.1 -6.7 

寄与度(逆サイクル） 0.54 0.34 0.56 0.39 -0.30 0.65
L3　新規求人数(除学卒) 前月比伸び率(％) 0.5 0.1 2.3 -1.1 -0.4 5.6

寄与度 0.10 0.07 0.28 -0.06 0.02 0.70
L4　実質機械受注(船舶・電力を除く民需) 前月比伸び率(％) -3.8 -7.5 15.2 -2.9 -3.7 5.8

寄与度 -0.10 -0.22 0.45 -0.09 -0.12 0.23
L5　新設住宅着工床面積 前月比伸び率(％) 3.5 4.5 2.4 5.2 -8.7 6.1

寄与度 0.19 0.23 0.13 0.32 -0.57 0.39
L6　耐久消費財出荷指数（前年同月比） 前月差 5.0 13.8 11.9 24.6 13.7 1.6

寄与度 0.21 0.54 0.51 0.60 0.61 0.04
L7　消費者態度指数 前月差 0.1 -0.9 -2.0 1.5 0.6 1.0

寄与度 0.06 -0.23 -0.52 0.57 0.26 0.39
L8　日経商品指数(42種総合)（前年同月比）前月差 9.7 8.0 8.2 3.6 3.7 3.4

寄与度 0.57 0.58 0.58 0.63 0.63 0.59
L9　長短金利差 前月差 0.12 -0.13 0.08 0.04 -0.01 0.11

寄与度 0.15 -0.14 0.11 0.06 -0.00 0.16
L10　東証株価指数（前年同月比） 前月差 17.6 1.7 8.2 6.3 3.4 6.3

寄与度 0.53 0.07 0.31 0.26 0.14 0.27
L11　投資環境指数(製造業) 前月差 0.29 0.54 0.35 　  

寄与度 0.25 0.46 0.30 　  
L12　中小企業売上げ見通しD.I. 前月差 0.7 -3.3 1.9 -1.8 4.8 3.8

寄与度 0.06 -0.18 0.14 -0.11 0.36 0.29
一致指数トレンド成分

寄与度 -0.03 -0.01 0.04 0.06 0.08 0.10

３ヶ月後方移動平均 86.3 88.8 91.4 94.1 96.6 99.5

前月差(ポイント) 2.30 2.53 2.54 2.76 2.50 2.84
７ヶ月後方移動平均 82.2 84.3 86.7 89.0 91.4 94.2

前月差(ポイント) 1.95 2.06 2.39 2.35 2.36 2.76
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（注）逆サイクルとは、指数の上昇、下降が景気の動きと反対になることをいう。「L1 最終需要財在庫率指数」及び「L2 鉱工
業生産財在庫率指数」は逆サイクルとなっており、したがって、指数の前月差がプラスになれば、ＣＩ先行指数に対する寄与度
のマイナス要因となり、逆に前月差がマイナスになれば、プラス要因になる。



２．ＣＩ一致指数の動向

①一致指数の推移

②一致指数採用系列の寄与度

平成21年(2009) 平成22年(2010)

10月 11月 12月 1月 2月 3月

CI一致指数 92.8 94.9 96.5 99.8 100.0 101.5

前月差(ポイント) 1.5 2.1 1.6 3.3 0.2 1.5

C1　生産指数(鉱工業) 前月比伸び率(％) 1.5 2.6 2.6 4.3 -0.6 1.2

寄与度 0.14 0.23 0.24 0.35 -0.07 0.12

C2　鉱工業生産財出荷指数 前月比伸び率(％) 2.3 2.8 3.9 7.4 -2.1 2.0

寄与度 0.21 0.26 0.31 0.34 -0.24 0.22

C3　大口電力使用量 前月比伸び率(％) 1.6 1.7 -0.5 2.9 -0.6 1.2

寄与度 0.24 0.25 -0.09 0.33 -0.12 0.20

C4　稼働率指数(製造業) 前月差 1.4 2.5 2.2 6.0 0.0 0.5

寄与度 0.13 0.23 0.20 0.35 -0.00 0.05

C5　所定外労働時間指数(製造業) 前月比伸び率(％) 4.6 3.5 6.2 3.3 0.8 2.2

寄与度 0.30 0.29 0.31 0.31 0.08 0.21

C6　投資財出荷指数(除輸送機械) 前月比伸び率(％) -0.9 1.7 1.0 4.2 7.3 -1.3 

寄与度 -0.06 0.10 0.06 0.31 0.35 -0.10 

C7　商業販売額(小売業)(前年同月比) 前月差 0.3 -0.1 0.9 2.5 1.9 0.5

寄与度 0.02 -0.01 0.06 0.19 0.15 0.04

C8　商業販売額(卸売業)(前年同月比) 前月差 2.9 5.5 4.1 8.5 3.4 4.2

寄与度 0.12 0.24 0.18 0.35 0.18 0.23

C9　営業利益(全産業) 前月比伸び率(％) 6.9 6.4 6.0 　

寄与度 0.30 0.31 0.31 0.01 0.01 0.01

C10　中小企業売上高(製造業) 前月比伸び率(％) 0.8 0.7 0.6 6.3 -2.3 1.8

寄与度 0.07 0.06 0.05 0.35 -0.26 0.20

C11　有効求人倍率(除学卒) 前月差 0.00 0.00 0.00 0.03 0.01 0.02

寄与度 0.05 0.05 0.06 0.34 0.15 0.25

３ヶ月後方移動平均 91.3 93.0 94.7 97.1 98.8 100.4

前月差(ポイント) 1.43 1.70 1.73 2.34 1.70 1.66
７ヶ月後方移動平均 88.7 90.1 91.6 93.4 95.0 96.7

前月差(ポイント) 1.31 1.43 1.45 1.78 1.64 1.68
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（注）ＣＩはトレンド（長期的趨勢）と、トレンド周りの変化を合成し作成されるが、トレンドの計算に当たっては、現時点で
未発表の系列（前月比伸び率（％）又は前月差が未記入である系列）についても、過去のデータから算出（60ヶ月から欠落月数
を引いた後方移動刈り込み平均）した長期的傾向（トレンド成分）を使用している（詳しくは14頁参照）。そのため、現時点で
未発表の系列にもトレンドによる寄与度を表示している。



３．ＣＩ遅行指数の動向

①遅行指数の推移

②遅行指数採用系列の寄与度

平成21年(2009) 平成22年(2010)

10月 11月 12月 1月 2月 3月

CI遅行指数 81.3 80.7 81.5 84.0 84.4 85.3

前月差(ポイント) 0.1 -0.6 0.8 2.5 0.4 0.9

LG1　第3次産業活動指数 前月比伸び率(％) -3.2 -0.4 -1.9 2.1 -0.5 -1.3 

   （対事業所サービス業）  寄与度 -0.57 -0.07 -0.34 0.45 -0.11 -0.28 
LG2　常用雇用指数(製造業)(前年同月比) 前月差 0.0 0.1 0.1 0.3 0.4 0.3

寄与度 0.03 0.19 0.19 0.61 0.73 0.59
LG3　実質法人企業設備投資(全産業) 前月比伸び率(％) 0.1 0.1 0.1 　

寄与度 0.08 0.08 0.07 　
LG4　家計消費支出(全国勤労者世帯、名目) 前月差 -0.8 0.2 0.8 0.6 -3.3 6.3
　　(前年同月比) 寄与度 -0.07 0.02 0.06 0.07 -0.35 0.67
LG5　法人税収入 前月比伸び率(％) 6.2 -16.0 10.4 16.8 -4.2 4.1

寄与度 0.30 -0.54 0.50 0.69 -0.24 0.25
LG6　完全失業率 前月差 -0.10 0.08 -0.07 -0.27 -0.09 0.15

寄与度（逆サイクル） 0.27 -0.18 0.20 0.71 0.29 -0.46 
一致指数トレンド成分

寄与度 -0.03 -0.01 0.03 0.06 0.07 0.08

３ヶ月後方移動平均 81.3 81.1 81.2 82.1 83.3 84.6

前月差(ポイント) 0.13 -0.23 0.10 0.90 1.23 1.27
７ヶ月後方移動平均 82.2 81.6 81.4 81.6 82.1 82.6

前月差(ポイント) -0.72 -0.62 -0.18 0.18 0.50 0.56
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（注1）「LG5 法人税収入」には還付金が含まれている。
（注2）逆サイクルとは、指数の上昇、下降が景気の動きと反対になることをいう。「LG6 完全失業率」は逆サイクルとなってお
り、したがって、指数の前月差がプラスになれば、ＣＩ遅行指数に対する寄与度のマイナス要因となり、逆に前月差がマイナスに
なれば、プラス要因になる。



8 9 10 11 12 1 2 3

1 最終需要財在庫率指数(逆サイクル) H17=100 124.0 120.4 123.6 117.6 113.7 110.9 109.5 105.3

2 鉱工業生産財在庫率指数(逆サイクル) H17=100 127.1 121.6 116.5 113.7 107.0 104.1 106.2 99.5

3 新規求人数(除学卒) 人 502,603 516,274 518,968 519,285 531,155 525,409 523,359 552,791

4 実質機械受注(船舶・電力を除く民需) 百万円 691,241 741,605 713,154 659,442 759,645 737,756 710,401 751,666

5 新設住宅着工床面積 千m2 5,084 5,419 5,609 5,862 6,001 6,316 5,769 6,120

6 耐久消費財出荷指数（前年同月比） ％ -23.3 -19.2 -14.2 -0.4 11.5 36.1 49.8 51.4

7 消費者態度指数 　 40.4 40.7 40.8 39.9 37.9 39.4 40.0 41.0

8 日経商品指数(42種総合)（前年同月比） ％ -24.6 -22.3 -12.6 -4.6 3.6 7.2 10.9 14.3

9 長短金利差 ％ﾎﾟｲﾝﾄ 0.77 0.76 0.88 0.75 0.83 0.87 0.86 0.97

新発10年物国債利回り ％ 1.31 1.30 1.41 1.26 1.29 1.32 1.30 1.40

TIBOR（３ヵ月） ％ 0.54 0.54 0.53 0.51 0.46 0.45 0.44 0.43

10 東証株価指数（前年同月比） ％ -22.9 -19.6 -2.0 -0.3 7.9 14.2 17.6 23.9

11 投資環境指数(製造業) -0.13 0.53 0.82 1.36 1.71

総資本営業利益率(製造業) ％ 1.18 1.83 2.23 2.62 3.00

新発10年物国債利回り ％ 1.31 1.30 1.41 1.26 1.29 1.32 1.30 1.40

12 中小企業売上げ見通しD.I. -4.3 -0.1 0.6 -2.7 -0.8 -2.6 2.2 6.0

8 9 10 11 12 1 2 3

1 生産指数(鉱工業) H17=100 83.1 84.6 85.9 88.1 90.4 94.3 93.7 94.8

2 鉱工業生産財出荷指数 H17=100 84.3 86.7 88.7 91.2 94.8 101.8 99.7 101.7

3 大口電力使用量 百万kwh 21,495 21,542 21,893 22,255 22,149 22,791 22,664 22,932

4 稼働率指数(製造業) H17=100 77.0 78.0 79.4 81.9 84.1 90.1 90.1 90.6

5 所定外労働時間指数(製造業) H17=100 68.6 71.4 74.7 77.3 82.1 84.8 85.5 87.4

6 投資財出荷指数(除輸送機械) H17=100 68.5 69.7 69.1 70.3 71.0 74.0 79.4 78.4

7 商業販売額(小売業)（前年同月比） ％ -1.8 -1.3 -1.0 -1.1 -0.2 2.3 4.2 4.7

8 商業販売額(卸売業)（前年同月比） ％ -28.0 -27.1 -24.2 -18.7 -14.6 -6.1 -2.7 1.5

9 営業利益(全産業) 億円 71,182 78,795 84,212 89,630 95,047

10 中小企業売上高(製造業) 87.3 88.7 89.4 90.0 90.5 96.2 94.0 95.7

中小企業出荷指数(製造業) H17=100 82.8 84.2 85.1 85.6 86.2 91.5 89.4 90.9

中小企業卸売物価指数(工業製品) H17=100 105.4 105.4 105.1 105.1 105.0 105.1 105.2 105.3

11 有効求人倍率(除学卒) 倍 0.42 0.43 0.43 0.43 0.43 0.46 0.47 0.49

(注）「9 営業利益（全産業）」は四半期データであるが、ＣＩ算出のために線形補間を行っている。

8 9 10 11 12 1 2 3

1 第３次産業活動指数（対事業所サービス業） H17=100 101.2 101.8 98.5 98.1 96.2 98.2 97.7 96.4

2 常用雇用指数(製造業)（前年同月比） ％ -2.7 -2.6 -2.6 -2.5 -2.4 -2.1 -1.7 -1.4

3 実質法人企業設備投資(全産業) 億円 105,472 102,852 102,957 103,063 103,168

4
家計消費支出(全国勤労者世帯、名目)
（前年同月比）

％ -1.1 -1.4 -2.2 -2.0 -1.2 -0.6 -3.9 2.4

5 法人税収入 億円 7,984 7,622 8,098 6,804 7,511 8,773 8,404 8,746

6 完全失業率(逆サイクル) ％ 5.41 5.31 5.21 5.29 5.22 4.95 4.86 5.01

    (注）1.「5 法人税収入」には還付金が含まれている。
　 　2.「3 実質法人企業設備投資（全産業）」は四半期データであるが、ＣＩ算出のために線形補間を行っている。
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景気動向指数＜速報＞から＜改訂＞に伴う個別系列の変更は、以下のとおり。

【先行系列】

① 改訂から新たに加わった個別系列

期　間 備　考

　 L4 実質機械受注（船舶・電力を除く民需） 昭和62年4月～

算出に用いている機械受注
（船舶・電力を除く民需）
は、季節調整替により、昭和
62年4月以降遡及して改訂し
た。

② 速報値から確報値になった個別系列

期　間 備　考

L1 最終需要財在庫率指数 平成22年3月

L2 鉱工業生産財在庫率指数 平成22年3月

L6 耐久消費財出荷指数（前年同月比） 平成22年3月 速報値と確報値は同値

【一致系列】

① 改訂から新たに加わった個別系列

期　間 備　考

　 C4 稼働率指数（製造業） 平成22年3月

② 速報値から確報値になった個別系列

期　間 備　考

C1 生産指数（鉱工業） 平成22年3月

C2 鉱工業生産財出荷指数 平成22年3月

C5 所定外労働時間指数（製造業） 平成22年3月

C6 投資財出荷指数（除輸送機械） 平成22年3月

C7 商業販売額（小売業）（前年同月比） 平成22年3月 速報値と確報値は同値

C8 商業販売額（卸売業）（前年同月比） 平成22年3月

C10 中小企業売上高（製造業） 平成22年3月

C10-1 中小企業出荷指数（製造業） 平成22年3月

【遅行系列】

① 改訂から新たに加わった個別系列

期　間 備　考

　 LG1 第３次産業活動指数（対事業所サービス） 平成22年1月～3月 1、2月は遡及改訂

② 速報値から確報値になった個別系列※

期　間 備　考

LG2 常用雇用指数（製造業）（前年同月比） 平成22年3月

③ その他

期　間 備　考

LG3 実質法人企業設備投資（全産業） 平成20年4月～

算出に用いている民間企業設
備デフレーターは、平成20年
4-6月期以降遡及して改訂し
た。
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